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令和２年１月23日（木曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・未来成長企業について

・近畿大学との「ＵＩＪターン就職支援に関す

る協定」の締結について

・不調・不落の発生状況等について

・総合運動公園津波避難施設整備事業の取組状

況について

出席委員（８人）

委 員 長 日 高 博 之

副 委 員 長 坂 本 康 郎

委 員 中 野 一 則

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 窪 薗 辰 也

委 員 田 口 雄 二

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 井 手 義 哉

商工観光労働部次長 横 山 浩 文

企業立地推進局長 日 高 幹 夫

観光経済交流局長 酒 匂 重 久

商 工 政 策 課 長 内 野 浩一朗

経営金融支援室長 長 倉 佐知子

企 業 振 興 課 長 矢 野 雅 博

食品・メディカル産業推進室長 山 下 栄 次

雇用労働政策課長 川 端 輝 治

企 業 立 地 課 長 山 下 弘

観 光 推 進 課 長 大 衛 正 直

スポーツランド推進室長 飯 塚 実

オールみやざき営業課長 髙 山 智 弘

工業技術センター所長 弓 削 博 嗣

食品開発センター所長 柚木崎 千鶴子

県立産業技術専門校長 金 子 洋 士

県土整備部

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

県土整備部次長
重黒木 清

（ 総 括 ）

県土整備部次長
蓑 方 公

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
明 利 浩 久

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 中 尾 吉 宏

管 理 課 長 斎 藤 孝 二

用 地 対 策 課 長 鎌 田 紀美朗

技 術 企 画 課 長 石 井 剛

工 事 検 査 課 長 川 野 福 一

道 路 建 設 課 長 矢 野 康 二

道 路 保 全 課 長 森 英 彦

河 川 課 長 高 橋 健一郎

ダ ム 対 策 監 井 野 隆 博

砂 防 課 長 原 口 耕 治

港 湾 課 長 江 藤 彰 泰

空 港 ・ ポ ー ト
否 笠 友 紀

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 甲 斐 隆 彦

美しい宮崎づくり推進室長 平 部 隆 典

建 築 住 宅 課 長 志 賀 孝 守

営 繕 課 長 後 藤 和 生

令和２年１月23日(木)
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設 備 室 長 日 髙 誠

高速道対策局次長 多 田 昌 志

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 鬼 川 真 治

議事課主任主事 石 山 敬 祐

○日高委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

○日高委員長 委員会を再開いたします。

それでは、報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

○井手商工観光労働部長 おはようございます。

商工観光労働部でございます。本日もどうぞよ

ろしくお願いいたします。

まず、初めに１点、御礼を申し上げたいと思

います。昨年12月11日からの台湾訪問につきま

しては、県議会から丸山議長を初め、日高委員

長、田口委員、窪薗委員にも御参加いただきま

して、宮崎─台北線の維持・拡大や観光誘客、

さらに新竹県や桃園市など台湾と本県との交流

拡大についての意見交換を行うことができまし

た。また、山下副議長におかれましては、別途

その後に台湾を訪問いただいたと伺っておりま

す。おかげをもちまして、昨日、宮崎空港で行

われましたチャイナエアライン就航10周年記念

式典におきまして、同社から、３月19日から週

３便への増便が発表されたところでございます。

これもひとえに県議会を初め、皆様方からの多

大なるお力添えのたまものと心から感謝を申し

上げたいと思います。ありがとうございます。

今後、さまざまな分野において台湾との交流

拡大に努めてまいりたいと考えておりますので、

引き続き御協力のほど、よろしくお願いしたい

と思います。

それでは、座って説明させていただきます。

お手元にお配りしております常任委員会資料

の表紙下の目次をごらんいただきたいと思いま

す。

本日は、報告事項といたしまして、未来成長

企業についてと近畿大学とのＵＩＪターン就職

支援に関する協定の締結についての２件を御説

明させていただきたいと存じます。

詳細につきましては、この後、担当課長から

説明いたしますので、よろしくお願い申し上げ

ます。

私からは以上でございます。

○矢野企業振興課長 企業振興課でございます。

お手元の委員会資料の１ページをお開きくだ

さい。

未来成長企業についてであります。

未来成長企業につきましては、昨年６月議会

に補正予算の地域を支える未来企業育成事業と

して御承認をいただき、事業に取り組んでいる

ところであります。

まず、１の事業概要でありますが、県内13の

関係団体で構成する宮崎県企業成長促進プラッ

トフォームにおきまして、市町村などの地域の

経済を牽引する企業を未来成長企業として選定
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し、選定企業の成長に向けた支援を行うもので

ございます。

これまでの取り組みといたしまして、２の

（１）にありますとおり、昨年12月11日に、初

年度の未来成長企業として31社を選定し、現在

支援を行っているところであります。

なお、業種としましては、下の表にあります

とおり、ものづくり企業が10社、フードビジネ

ス関連企業が７社、情報サービス業が３社など

となっております。31社の詳細につきましては

２ページに記載しておりますので、ごらんいた

だければと存じます。

２の（２）支援内容についてでありますが、

選定された未来成長企業に対しまして、中小企

業診断士の資格を有するコーディネーターが定

期的な企業訪問による経営分析や助言といった

伴走型の支援を行うとともに、企業の抱える課

題を抽出し、その解決に向けた支援機関や支援

事業とのマッチングを行うなど、プラットフォ

ーム構成機関が連携して企業の成長に向けた支

援を行っていくこととしております。

今後は、（３）の今後の予定にありますとおり、

プラットフォーム構成機関と市町村が連携いた

しまして、本年度選定の31社を含め、令和３年

度までに計100社を未来成長企業として選定し、

先ほど御説明したような支援を行っていくこと

としております。

なお、選定に当たりましては、選定基準にあ

りますような、地域未来投資促進法による事業

計画の承認を受けている企業や、市町村と連携

した取り組みを進めている企業などを各市町村

から推薦していただくことなどとしております。

これらの取り組みによりまして、地域の経済

循環や雇用の場として大きな役割を担っていた

だいている県内企業のさらなる育成を行い、本

県経済の活性化を図ってまいりたいと考えてお

ります。

説明は以上でございます。

○川端雇用労働政策課長 委員会資料の３ペー

ジをお開きください。

近畿大学とのＵＩＪターン就職支援に関する

協定の締結につきまして、雇用労働政策課から

説明させていただきます。

初めに、１の概要でありますが、本県では、

大学進学者のうち約７割が県外の大学へ進学す

るなど、若者の進学・就職時の県外流出が続い

ております。

このため、県におきましては、大学生等の県

内企業への就職を促進するため、平成29年度か

ら県外大学とのＵＩＪターン就職支援協定の締

結に取り組んでいるところであります。

資料の下のほうの表に参考としまして、県外

大学との協定の締結状況をまとめておりますの

で、そちらをごらんください。一番右下にあり

ますように、昨年12月16日に近畿大学と協定を

締結したところであります。

次に、２の近畿大学についてでありますが、

大学の本部は大阪府東大阪市にございます。福

岡県飯塚市にもキャンパスがある産業理工学部

を初めとし、14学部と短期大学部で構成されて

おりまして、令和元年５月１日現在で学生数は

３万3,745人、うち本県出身者は76人となってお

ります。

次に、３の協定についてでありますが、（２）

の主な連携・協力事項として、①にありますよ

うに、大学内で開催される合同企業説明会や就

職セミナーなどの各種就職イベントにおきまし

て、本県ブースを設置し、本県の雇用情勢や県

の取り組み、あるいは県職員の採用情報等につ

いて学生に直接説明させていただきますほか、
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②にありますように、大学を通じまして、企業

紹介冊子の配布や県内外で開催する就職説明会

の情報提供、奨学金返還支援事業のお知らせな

どを実施することとしております。

今後とも、このような取り組みを通じまして、

大学生等の若者のＵＩＪターンの促進に努めて

まいりたいと考えております。

説明は以上であります。

○日高委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○山下委員 未来成長企業ですが、選定された

企業に対していろんな支援をしていこうと、そ

のことは非常に評価したいと思うんですが、御

案内のとおり、人手不足なんですよね。私も年

末年始にかなりの企業のいろんな話をお聞きし

たりしてきたんですが、今までは、例えば５

年、10年先のことを計画に入れた投資や、新た

な取り組みや構想がもう出ていたけれども、今

はなかなか描けないと。一番大きな問題は人手

不足なんですよね。労働力の確保が一番大きな

問題になっていて、１年先がわからない、この

ままでは事業の拡大とか計画の見通しが立たな

いということをよく聞いてきたんです。成長産

業の有力企業だと思うんですけれども、それぞ

れ抱えている課題があると思うんですが、要約

するとどういうことが一番大きな課題ですか。

○矢野企業振興課長 今、委員がおっしゃられ

ましたように、人手不足につきましては、いろ

いろ企業とお話をする中で一番に出てくるお話

でございます。あとは設備投資とか、後継者育

成でありますとか、社内のＩｏＴ、ＩＣＴ関係

の機械化、要は生産性の向上というところです。

先ほどの人手不足にもかかわってくるところな

んですが、人手不足で人を補おうということで

企業さんも頑張っていらっしゃる。プラス機械

化で人材不足を補いたいというようなところも

ありまして、人手不足につきましては工業会等

ともいろいろお話をしながら意見交換をさせて

いただくと同時に、未来成長企業につきまして

も、こういう取り組みをして宮崎に帰ってきて

いただくとか、就職していただくというところ

も視野に入れて、この取り組みをさせていただ

いております。また、事あるごとに産業振興機

構及び当課の職員が行きまして、企業の紹介等

をさせていただく等、県内への就職等について

御案内をさせていただいているところでござい

ます。

ＩＣＴ、ＩｏＴにつきましても、企業に導入

の御紹介等をさせていただいているところでご

ざいます。

○山下委員 本県は人口減少が１万人ずつ進ん

でいくと。人口減少ということは経済の活力が

なくなるということなんですよね。少子化対策

等もいろいろ議論されている中で、人口増加と

いうのは長い道のりだと思うんです。一方では、

人口減少に伴う社会構造というのは経済の衰退

ということが同時に進行してくる。それと同時

に、働き手が非常に不足してくるということも

深刻な問題。それにもう一点、働き方改革とい

うのが出てきて、公務員の世界では別段大きな

課題じゃないと思うんですけれども、365日24時

間稼働する職場、サービス業、介護福祉の現場、

ここの事業というのは、こういう条件がそろっ

てくる中では、事業の継続とか、問題をかなり

多く抱えてくるような気がするんですが、その

辺の見通しというか、皆さん方が一番苦労され

るだろうと思うんですけれども、この問題を整

理していかないと、もう抱えられないところは

どんどんやめていかないとしようがないと。そ

のことを非常に危惧されている。１年先の見通
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しが立たないというのはそういうことなんです

よね。だから、皆さん方も、成長産業に限らず、

現場の認識について、いろんな部門から意見を

聴取していかないと、経済の振興対策というの

は非常に難しいのかなと思いますけれども。

○川端雇用労働政策課長 人手不足は非常に深

刻な状況でありまして、一方で働き方改革とい

うお話もございましたが、ことしの４月から中

小企業においても、月45時間、年間360時間の残

業規制が始まります。そういった中で、中小企

業がどんどん厳しい状況になることは十分考え

られるところで、昨年の全国の中小企業の倒産

件数が発表されましたけれども、倒産がふえて

いると。景気としては上向いているというか、

悪い状況ではないにもかかわらず、人手不足で

なかなか注文が受けられなかったりすることで

廃業される件数がふえているというような報道

もされております。そういったところで、県内

の中小企業にとってもますます環境は厳しいと

ころでございます。

一方で、人手不足の中でも人材を確保しよう

ということでありますと、従業員に対する処遇

といいますか、より働きやすい職場づくりとい

うことで、誰もが働きやすいような職場づくり

をやっていただく必要があると考えております。

従業員が定着するような取り組みをしていただ

くことが、企業内の生産性を上げていくことに

つながっていきますので、そういった取り組み

にも意識啓発を図りながら、一方で、人材の確

保はＵＩＪターンとかも進めながら、労働力を

少しでも確保していきたいと考えております。

○山下委員 モデル的に未来成長企業として皆

さん方が認めていただいて、認定証をあげる。

さまざまな角度から支援しながら、これを模範

として地域に波及していくモデルとなるべきだ

ろうと思うんです。ぜひ現状をよく御理解いた

だいて、宮崎県のふるさとのよさというのを宝

にしてやっていかないといけないのかなと思っ

ていますので、ぜひこれが横の広がりにつなが

るようによろしくお願いしたいと思います。

○田口委員 同じく、未来成長企業について伺

いますが、今回は31社が選ばれております。先

ほど、選定基準の話がございましたけれども、

この31社がどうして選ばれたかをもう一度御説

明ください。

○矢野企業振興課長 この31社につきましては、

未来成長企業ということで、地域の経済を牽引

していくというようなところを視点として選ば

せていただいておりますが、地域の経済を牽引

することが期待される企業及び本県の中核的企

業を目指す成長期待企業に認定されることが期

待される企業として、プラットフォームから選

定された企業でございます。

県内中小企業との取引や仕入れ、県内経済の

循環の拡大でありますとか、地域の雇用への貢

献、直近の決算期の売上高等によりまして選定

させていただいています。

地域を支えていただく、地域の経済を循環し

ていただくというところも視点に置きまして選

定させていただいたところでございます。

○田口委員 先ほどの選定基準の中で、今後は

市町村の推薦も含めてというようなお話がござ

いましたけれども、今回の31社というのは市町

村の推薦だったのか。それとも企業側が手を挙

げたのか。そこのところを教えてください。

○矢野企業振興課長 本事業につきましては、

先ほど説明しましたように、６月の補正でお認

めいただいた事業でございまして、今回は初年

度ということで、市町村からの推薦を受けるた

めに、各市町村との意見交換や趣旨の共有を図
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るとともに、その意見を踏まえた推薦基準等の

選定を行っていこうと考えておりまして、初年

度につきましては、公募により支援を受けたい

ということで申請があった企業の中からプラッ

トフォームが選定させていただいているところ

でございます。

○田口委員 わかりました。ただ、この31社の

中に延岡が６社入っています。あとは宮崎が14

社で、20社、３分の２がこの２つの市で占めら

れておりまして、市町村によっては全然入って

いないところもあるんですけれども、社名が上

がっていない地域は手を挙げるところがなかっ

たということでいいんですか。

○矢野企業振興課長 今回選定された企業につ

きましては、公募に対する支援の申し込みがあっ

た企業ということでございまして、選定される

ことに対する企業の意向等を踏まえた結果と

なっておりますが、地域を支えるというところ

でございますので、先ほども御説明したとおり、

来年度以降、市町村からの推薦をお願いいたし

まして、県内各地の企業を未来成長企業として

選定してまいりたいと考えているところでござ

います。

○田口委員 先ほど言いましたように、市町村

などの地域の経済を牽引する企業ということな

ので、あまり偏りがあるといけないと思います

し、こういう制度があることを、いろんなとこ

ろに広くＰＲしていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○前屋敷委員 関連してですけれども、初年度

は何社ぐらい申請があったうちの31社を選んだ

わけですか。申請があったところを全部認定し

たということですか。

○矢野企業振興課長 申請につきましては47社

ございました。ただ、申請がございました後、

プラットフォームで企業の意向確認をしたんで

すが、事業の内容等をいろいろと説明した結果、

来年度にしたいとか、辞退をしたいというとこ

ろもございまして、31社になったところでござ

います。

○前屋敷委員 支援の内容の件なんですけれど

も、コーディネーターの５名が企業の訪問をし

たり、相談に乗ったりということもあるという

ことなんですが、これはコーディネーターが企

業を訪問して、そのときにいろんな相談を受け

るということなのか、企業から積極的に相談事

を持ちかけて進めていくものなのか。

○矢野企業振興課長 この事業につきましては、

コーディネーターが選定いたしました31社全て

に訪問いたしまして、まず、簡易経営診断でそ

の企業の状況を大まかに確認し、その中で企業

といろいろお話しをしながら、企業の最も重要

な課題は何なのかを抽出いたしまして、その課

題の解決に向けて、集中的に伴走型で支援をさ

せていただくというところでございます。

○前屋敷委員 コーディネーターが訪問したと

きに相談を受けるということですが、日時を問

わず、企業から直接相談があった場合も受ける

ということですか。

○矢野企業振興課長 計画上は企業に何回も訪

問するというところもございますが、当然のご

とく、企業からコーディネーターに御連絡をい

ただいた分は、きちんと対応させていただきた

いと考えているところでございます。もともと

そういうスキームでございます。

○前屋敷委員 最初の申請が47社あったという

ことで、そういうものに期待をされる企業もあ

るということだろうし、これからもまたいろん

な相談に乗って、経営診断も含めて、そういう

ことで期待もされているんだろうと思うんです
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が、相談内容としては経営にかかわる問題なん

でしょうけれども、これは融資のところにまで

立ち入ることはできるんですかね。

○矢野企業振興課長 この事業につきましては、

先ほど申しましたように、企業が抱える最も重

要な課題は何なのかをコーディネーターが抽出

させていただくというところですが、その中で

企業の課題というのが、マーケティングでござ

いましたり、先ほど言いました人材確保でござ

いましたり、今、委員からお話があった融資等

もございますので、それについては、プラット

フォームは支援機関に金融機関も含んだ13団体

で構成されておりますので、プラットフォーム

でお話をしながら、関係機関に橋渡しをしてい

きたいと考えているところでございます。

○前屋敷委員 わかりました。しっかり期待に

応えられるような体制で臨んでいただきたいと

思います。

○中野委員 関連ですけれども、個別のことで

お尋ねしたいと思いますが、31社のうちの13番

目の（株）ＳＵＮＡＯ製薬は、業種が食料品・

小売業ですが、製薬と書いてあるのに飲食料の

小売業なんですか。これはドラッグストアのこ

とですか。

○矢野企業振興課長 ＳＵＮＡＯ製薬につきま

しては、化粧品、サプリメント、あとは一般の

加工食品の開発をしておりまして、オリジナル

製品の受託製造を行う会社というところで食品

の加工もやっていらっしゃるところでございま

す。

○中野委員 製薬にかかわる加工をされている

会社なんですか。ドラッグストアかと思いまし

た。

○矢野企業振興課長 この会社につきましては、

経営の中身について見させていただいています

けれども、宮崎・九州の素材を活用しました化

粧品やサプリメント、あとは一般加工食品の開

発等を行っているということで選定させていた

だいているところでございます。

○中野委員 会社名と内容があんまりよくわか

りませんでした。まあいいでしょう。

○矢野企業振興課長 もともと医薬品もやって

いらっしゃるんですが、サプリメント、化粧品、

医薬部外品の事業もやっていらっしゃる会社で

ございます。

○中野委員 次に、近畿大学との協定締結の件

ですけれども、これはこれでいいと思うんです。

８大学になったということで大変すばらしいこ

とです。ただ、県外の大学がかなりあるんです

よね。

それで、協定の内容にあることは協定を結ば

なくても実質的にはやっているわけですか。協

定を結ばないと、連携・協力事項の①、②のよ

うなことはしていないんですか。

○川端雇用労働政策課長 このような内容は協

定を結ばなくても協力していただける学校もあ

るんですが、協定を結ぶことによって大学内で

就職説明会みたいものを開催するときに我々も

ブースを出させていただけるとか、そういった

便宜を図っていただくことができますので、協

定を結ばないとやらせてもらえないところに対

してはこういうお願いをしております。

○中野委員 協定を結んでいないところで県内

の出身者が多い大学はあるんですか。そういう

ところとはどうなっているわけですか。

○川端雇用労働政策課長 例えば、福岡に九州

産業大学がございますが、本県出身の学生が350

名ほど在籍しているんですけれども、大学の方

針としてそういった協定は結ばないということ

と、学生に対してメールとか情報を流したりな
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ど、先ほど委員がおっしゃられたような協力は

していただけるようなところで、協定を結んで

はいただけないところでございます。

あと、首都圏の有名な大学では、うちの大学

の生徒はＵターンで余り戻りませんよというこ

とでお断りされるケースも何件かございます。

○中野委員 県外に進学されている学生は７割

と書いてありますが、県では学生を全部把握さ

れているわけですか。

○川端雇用労働政策課長 ことしの卒業生でい

いますと3,340人ほどになるんですが、※このう

ちの一部の千数百名程度なんですけれども、親

御さんの個人情報を高校を卒業するときに届け

ていただいて、協力いただくことになっていま

す。親御さんは把握しておりますので、御自宅

にいろいろ就職関係の資料を毎年送ったりとい

う取り組みはしているんですけれども、学生の

個人情報については我々ではなかなか取得でき

ないというところで、一人一人を把握するのは

できていないところでございます。

○中野委員 それを把握して親御さんにやって

も、今どきは全部携帯のメールなんかで済ませ

て、書類を親御さんが我が子に送るという家庭

はないと思うんですよね。個人情報がいいとい

うことになれば、できたら送られてもいいんじゃ

ないかなと思うんですが、どうなっていますか。

○川端雇用労働政策課長 御同意いただいてと

いうか、学生のほうでＵターンの意識があれば

いろんなサイトに登録してくださったりするん

ですけれども、親御さんに資料を送ることで、

親御さんから子供さんへ、「戻ってきなさい」と

いう説得、これが結構効くと考えておりまして、

親御さんに届けるのは有力な手段であると考え

ているところでございます。

○中野委員 本当に有力なのかな。消極的なや

り方であまり効果が─効果があったというデ

ータがあるからそうやられているんだろうと思

うんですが、もっといい方法はないものかなと

思うんです。親御さんにやるのは、私立大学だ

けじゃなくて、国公立も含めて取り組まれてい

るわけですか。

○川端雇用労働政策課長 取り組み始めて４年

です。ようやくことし卒業生が出て、年度によっ

ては人数が違うんですが、初年度は800人からス

タートしたと思うんですけれども、800人、1,000

人と把握しておりまして、そこに就職関係の資

料を毎年送らせてもらっております。国公立と

私立関係なくやっております。

○中野委員 県内の大学に進学されている人へ

の対応もきちんとされているわけですか。

○川端雇用労働政策課長 県内大学に進学され

ている生徒に対しては、先ほどお話しした自宅

に届ける事業とは別なんですけれども、通常の

就職説明会の情報とか、インターンシップの事

業とかを、例えば、宮崎日日新聞やテレビＣＭ

等を通じて、あとは大学等に直接働きかけてＰ

Ｒしていくというような取り組みになっており

ます。

○中野委員 先ほど、31件の未来成長企業が紹

介されましたが、正直言って県内にいる私でさ

えも、このうちの３分の２以上ぐらいは全く知

らないんですよね。それを子供たちへどう周知

するかはかなり小まめにいろいろしないと、親

御さんへの対応もいいでしょうが、なかなか行

かないと思うので、なるだけ県内に就職するよ

うにいろいろと取り組んで努力してほしいと思

います。これは要望です。

○外山委員 宮崎県企業成長促進プラットフォ

ームが13団体で構成しているというのは、どこ

※次ページに訂正発言あり
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にあって、どういうふうなのか教えてもらいた

い。

○矢野企業振興課長 平成28年度に設置いたし

ましたプラットフォームでございますが、宮崎

県産業振興機構の中に事務局がございまして、

産学金労官それぞれの企業の代表13団体で構成

させていただきまして、定期的にプロジェクト

チームの会議を開いたり等しながら事業を進め

させていただいているところでございます。

○外山委員 そこの事務局の中に中小企業診断

士の資格を有するコーディネーター５名が配置

されていると。これは商工会議所とか商工会と

は連動しないんですか。全く関係ない、別です

か。

○矢野企業振興課長 企業成長促進プラット

フォームの中に、未来成長企業を振興するため

にコーディネーター５名を配置しているところ

でございますが、このコーディネーターにつき

ましては、中小企業診断士の資格を持っており

まして、それぞれ別に仕事をされておりますの

で、報償費を支払いながらそれぞれに仕事をし

ていただきますけれども、商工会議所等と直接

のお仕事をされている方は今の５名については

いらっしゃらないところでございます。

○外山委員 わかりました。

○川端雇用労働政策課長 済みません。先ほど、

中野委員の御質問に対しまして、親御さんへの

資料の送付について県外のみという話をしまし

たけれども、県外・県内の学生両方ともその中

に入っておりまして、県外・県内双方に同じよ

うに送っているということでございました。

○窪薗委員 参考で、協定の締結状況というこ

とで、一番最初が平成29年８月の専修大学、今

回は近畿大学ということで、８つの大学との協

定なんですが、平成29年から約３年近く経過し

ているんですけれども、状況はどうなんですか。

平成29年は２つありますけれども、こういった

ところの状況はどうなんでしょうか。

○川端雇用労働政策課長 この締結校ですが、

例えば、昨年３月卒業の学生さんでいきますと、

中村学園だけ数字がとれていないところがござ

いますけれども、289名の卒業に対して本県にＵ

ターンして帰ってきた卒業生が61名、他県の出

身でうちの県内の企業に就職した方がほかに16

名いまして、本県の企業に77名が就職したとこ

ろでございます。その前の30年３月では、240名

に対して、県内出身者が50名、県外出身者を含

めて61名の就職という状況になっております。

○窪薗委員 大学を卒業した学生たちが県内に

就職するような就職先がなかなか難しいという

部分もあると思いますけれども、実績として上

がった数字が今言われた数字になっていると思

いますので、今後もこういったようなことでい

ろいろと御努力いただくとありがたいかなと

思っています。よろしくお願いします。

○日高委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高委員長 それでは、以上をもって商工観

光労働部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時37分休憩

午前10時41分再開

○日高委員長 委員会を再開いたします。

それでは、報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

○瀬戸長県土整備部長 おはようございます。

県土整備部でございます。よろしくお願いいた
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します。

まず、説明の前に、お礼と御報告を申し上げ

ます。

申しわけありませんが、着席をさせていただ

きます。

さきの11月定例県議会におきまして、「国土強

靱化対策の更なる推進を求める意見書」を可決

・提出していただき、地方の声を届けていただ

きました。深く感謝を申し上げます。県土整備

部といたしましても、必要な予算を確保し、本

県の喫緊の課題であります防災・減災、国土強

靱化対策に引き続き全力で取り組んでまいりま

すので、御支援、御協力をお願いいたします。

続いて、御報告でございます。

既に御承知のとおり、先月20日に国土交通省

から東九州自動車道の清武南インターチェンジ

～日南北郷インターチェンジ間が令和４年度に

開通する見通しであると発表されました。開通

いたしますと、宮崎市と日南市が初めて高速道

路で結ばれることとなり、住民生活の利便性向

上はもとより、観光振興による地域活性化や企

業誘致、雇用創出などの効果も期待されるとこ

ろであります。今後とも、県内高速道路の一日

も早い全線開通に向け、県議会を初め、地元や

関係団体等と連携しながら引き続き全力で取り

組んでまいりますので、御支援、御協力をお願

いいたします。

次に、県総合運動公園のネーミングライツス

ポンサー企業の決定についてであります。

先月19日に知事が発表しましたとおり、新た

なネーミングライツスポンサー企業を米良電機

産業株式会社とすることに決定いたしました。

今回決定した内容としましては、ネーミングラ

イツ料は年額3,000万円、期間は５年間でありま

す。また、愛称につきましては「ひなた宮崎県

総合運動公園」など、施設名称に「ひなた」の

３文字をつけることとなっております。

なお、現在、米良電機産業におきまして、「ひ

なた」の部分のデザインを一般公募していると

ころであり、４月から運用を開始してまいりま

す。

今後とも、県総合運動公園がスポーツランド

みやざきの中核施設として、これまで同様、県

民の皆様に親しまれるような運営に努めてまい

りたいと考えております。

本日は、その他報告事項としまして、不調・

不落の発生状況等についてほか１件につきまし

て御報告させていただきます。

詳細につきましては、担当課長等から説明さ

せますので、よろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。

○斎藤管理課長 管理課から説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

不調・不落の発生状況等についてであります。

まず、１の不調・不落の発生状況であります

が、グラフの一番右が今年度第３四半期までの

公共三部の数値で、発生件数が273件、発生率

が18.3％と増加しております。

各部の状況は、（２）のとおり、環境森林部が39

件で42.9％、農政水産部が64件で26.3％、県土

整備部は170件で14.7％であります。

不調・不落の多い工事といたしましては、

（３）のとおり、業種別では土木一式やとび・

土工、舗装など、価格別では7,000万円未満の価

格帯で、内容別では営繕工事や災害復旧工事、

治山工事などで多く発生しております。

次に、２の不調・不落対策の実施状況であり

ますが、最初に現場代理人の常駐義務緩和など

を、次に小規模事業者向けにも最新入札情報の

メール配信などを、そして、配置予定技術者の
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専任要件の緩和などを、不調・不落を少しでも

減らすべく実施してまいりました。結果といた

しましては、建設業者にとっては応札しやすい

環境が整い、一定の効果はあったものと考えて

おりますが、まだ施工条件の厳しい山間部等で

の工事や災害復旧工事などを敬遠する状況が見

受けられますので、今回新たな対策を講じるこ

とといたしました。

右側の２ページをごらんください。

まず、１の（１）工事成績評定の特例措置で

ありますが、災害復旧工事や治山工事、畑地か

んがい工事などでは、施工条件が厳しい割に工

事成績点に結びつきにくい状況が受注者の意欲

を減退させている要因と考えられるため、今回

は一律２点の加点を行うものであります。

（２）総合評価落札方式における受注状況算

定の見直しでありますが、現在、受注状況を受

注額に加算していなかった不調に伴い、結果的

に随意契約となった工事についても、下の計算

式の分母にあります過去５カ年度の平均受注額

に加算し、受注状況が下がるよう、総合評価の

評価点の算定が有利になるようにしたところで

あります。

そして、（３）入札参加資格の緩和であります

が、のり面吹きつけ工事の施工規模を設定せず

に、施工実績があれば入札参加資格を認められ

るよう改正を行うものであります。

なお、（１）と（３）につきましては２月中旬

から来年３月までを、（２）につきましては本年

度当初から該当する工事を対象といたします。

これらにより、２の効果にもありますが、工事

成績点の加点や受注状況算定での加算によりま

して、入札参加意欲の向上が期待されるととも

に、これまで入札参加資格のない業者への受注

機会が拡大することから、不調・不落の抑制効

果を見込んでおります。

今後とも、発注時期の平準化や各種対策を総

動員するとともに、建設関係団体との意見交換

によりまして地域の実情を把握しながら、不調

・不落の発生抑制に努めてまいりたいと考えて

おります。

最後に、不調・不落となりました工事につき

ましても、対象業者の等級拡大や複数工事の合

冊などの見直しによりまして、改めて再入札し

た結果、ほぼ受注に至っている状況であります。

管理課からの説明は以上であります。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 委員会資料

の４ページをお開きください。

総合運動公園津波避難施設整備事業の取組状

況について御説明いたします。

１の事業の取組状況でございますが、（１）サ

ンマリンスタジアム付近のＡエリアにつきまし

ては、３塁側の避難デッキ工事は現在契約手続

を行っており、３月に現地着手の予定でござい

ます。１塁側の避難デッキにつきましては設計

が完了しておりまして、来年度に発注予定でご

ざいます。

（２）第１陸上競技場付近のＢエリアにつき

ましては、現在、盛り土高台とメインスタンド

デッキの調査・設計を行っており、３月に中央

広場の既存施設の取り壊し工事や樹木の移植・

撤去作業に着手する予定でございます。

（３）テニスコート・運動広場付近のＣエリ

アにつきましては、テニスコート側の避難デッ

キ工事は現在契約手続を行っており、３月に現

地着手の予定であります。運動広場側の避難デッ

キにつきましては現在設計が完了しておりまし

て、来年度に発注予定でございます。

ここで、各施設の整備イメージをごらんいた

だきたいと思いますので、５ページをお開きく



- 12 -

令和２年１月23日(木)

ださい。

まず、避難デッキの整備イメージ図でござい

ます。上はＡエリアのサンマリンスタジアムの

１塁側の避難デッキを示しており、３塁側につ

きましても同様のデッキを整備いたします。

下のほうはＣエリアでございます。手前が運

動広場側の避難デッキ、奥がテニスコート側の

避難デッキとなります。避難デッキの高さにつ

きましては、津波浸水深６メーターに余裕高の

２メーターを加えまして、地盤の高さから８メ

ーターとしております。いずれの避難デッキに

も階段とスロープを設置しております。

次に、６ページをごらんください。

中央広場に整備する盛り土高台の整備イメー

ジ図でございます。

盛り土高台につきましても、地盤からの高さ

を８メーターといたしまして、階段とスロープ

を設置しますが、避難時に大勢の方がどこから

でも避難できる斜面構造としており、特に陸上

競技場側の斜面は緩やかな勾配にしております。

また、避難場所となる広場の部分につきまし

ては、これから関係者の意見を伺いながら設計

を行ってまいります。

なお、これらのイメージ図につきましては、

今後の設計・施工により変更となる可能性がご

ざいます。

続きまして、資料の４ページにお戻りいただ

きまして、２の事業費についてでございます。

事業費の総額につきましては、昨年９月議会

の時点では52億円から72億円と御説明しており

ましたけれども、盛り土高台の材料となる土砂

につきまして、東九州自動車道などの道路改良

工事等から発生する土砂の確保のめどが立った

ことから、60億円程度になると見込んでおりま

す。

次に、事業期間ですが、令和元年度から令和

２年度までの２カ年でございます。

また、事業内容につきましては、Ａエリアが

避難デッキ２基と連絡橋を予定しており、11億

円となります。

Ｂエリアの盛り土高台につきましては、昨年

９月議会の時点では20億円から40億円と御説明

しておりましたけれども、28億円程度となりま

す。

また、メインスタンドデッキが２基で８億円、

Ｃエリアの避難デッキが２基で13億円でありま

す。

最後に、３の今後の予定でございますが、既

に設計が完了しておりますＡ、Ｃエリアの避難

デッキにつきましては、早期の工事完成を目指

します。

また、Ｂエリアの盛り土高台とメインスタン

ドデッキにつきましては調査・設計を進め、早

期に工事に着手してまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上でございます。

○日高委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○窪薗委員 不調・不落でございますけれども、

まず、平成30年度から令和元年度については急

にふえているような感じがするんですが、令和

元年は長雨がかなりございまして、６月から９

月までずっと雨が多かったんですけれども、そ

ういった関係はどうだったんだろうかと思って

います。また、不落の種類ですが、特に土木一

式やとびとか、そういったものが多いというこ

とですので、これについては特に土木はそういっ

たのが影響しているのかなという感じがしてい

るんですけれども、そのあたりはどうだったの

か。また、今後もこういった傾向にあるのかど
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うか。先ほどあったんですが、特に労働力不足、

そういったものの影響があるのかとか。総合評

価等も加味しながら入札資格等も拡大したとい

うことで、入札がしやすくなるという説明なん

ですが、そのあたりの状況はどういうふうに見

越していらっしゃるのか。また、去年急に上がっ

た状況はどうだったのか。わかればよろしくお

願いします。

○斎藤管理課長 まず、昨年度に上がった要因

につきましては、補正予算等の額が大きかった

というところの影響が大きいのかなと思ってお

ります。

先ほどの長雨ということに関しましては、当

然、長雨の期間が長いと、河川とかの工事期間

には物すごく影響を及ぼすと考えております。

工事の期間をうまくとれないとか、どうしても

工事が後に押しやられてしまうとか、そういっ

た影響も当然あるとは考えております。ただ、

それがどのくらいの影響を及ぼしたかについて

はまだわかっておりません。

今後、こういった状況がどのくらい続くのか

ということなんですが、現時点ではどうしても

国土強靭化対策といったことで事業費が当然ふ

えておりますので、今後も厳しい状況にあると

は考えておりますけれども、私どもといたしま

しては、こういった対策を引き続き必要に応じ

てとっていくことで、少しでも不調・不落を減

らしていくといったことで、建設業界と頻繁に

意見交換をしながら、どういった対策が今は一

番求められているのか、そういったことをいろ

いろ検討しながらやってまいりたいと考えてお

ります。

○窪薗委員 入札が緩和された影響はどういう

ふうに考えていらっしゃるのか。

○斎藤管理課長 今、私どもが対策として打ち

出しております効果といたしましては、まず、

最初に出しました現場代理人の常駐義務緩和で

は30件ほどの適用がございます。また、施工箇

所が点在する工事の間接費の積算につきまして

は100件ほどの適用がございます。あと、余裕期

間制度の活用も100件ほどの効果が出ておりま

す。こういった効果が、ある程度少しは出てお

りますので、厳しい状況の中で、一定程度は効

果が出ていると考えています。

○窪薗委員 そういった効果を狙って見直しさ

れたということですが、小さな工事といいます

か、そういった工事等の入札の状況はどうなの

か。全ての産業でそうですけれども、今は土木

事業も現実的に人手不足等がかなり影響してい

るのか。よく言われる人手不足というのがこう

いったものに影響しているのかどうか。そのあ

たりはどういうふうに見ていらっしゃるので

しょうか。

○斎藤管理課長 規模の小さい工事は、ここに

もありますように、1,500万円未満の工事は100

件ほどの不調・不落という状況になっておりま

す。これは昨年度も同じような状況でございま

す。

それで、こういった小規模事業者に対してど

のようにやっていくのかというところは、資料

の対策の実施状況の第２弾にも書いているんで

すが、できるだけ入札状況を即座に小さい事業

者さんにもわかるようにメールを送って、こち

らから積極的に知らせていくといったやり方と

か、営繕工事におきましては応札期間を若干延

ばしたりとか、そういったことはやっておりま

す。

ただ、人手不足の件につきましては、どうし

ても地域性とか期間、そういったところではど

うしても見受けられる状況があります。特にト
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ンネル工とか、交通誘導員とか、あとは大工関

係で、どうしても人手が足りないという意見が

寄せられております。そういったことにどう対

応していくかは、期間をちょっとずらしてやっ

たりとか、小さい工事は大きく合わせて発注し

ていくとか、そういったやり方で現在は対応し

ているところでございます。

○中野委員 不調・不落のことですが、結果的

に再入札でほとんどが受注に至ったという説明

でしたが、ほとんどが受注に至ったのであれば、

この対策は一定の効果があったということじゃ

ないんですかね。

○斎藤管理課長 最終的には効果があったとい

うことなんですが、不調・不落が１回でも起こ

ればカウントして今発表しておりますので、で

きるだけ最初から不調・不落がないようにやる

ことで業者にも負担をかけないですし、発注側

も作業等の負担がありませんので、できるだけ

そういうことをなくして、皆様方が効率的にやっ

ていけるようにやっていきたいと考えています。

○中野委員 再入札でほとんど受注されるんで

すよね。何で最初は不調・不落になって、再度

すれば受注されるんですか。最初はこういう対

策のことを知らなかったということなんですか。

こういう対策をしているんですよという説明を

したら受注したということなんですか。

○斎藤管理課長 先ほども御説明したんですが、

工事を合冊させたり、または受注者側のランク

を上げたり―要するに最初はＣでやれる工事

で発注していたものを、例えば工事を合わせて

Ｂ・Ｃとして出すとか、そういったことをやり

ながら再入札等をやっております。本来であれ

ば、当初からの予定で、ＣならＣでとれるよう

な形で発注するほうが、地域的にもいいと考え

ているんですが、そういった状況もございまし

て、できるだけ不調・不落をなくすように再入

札をやっていった結果、こういう結果になって

いるところでございます。

○中野委員 Ｃクラスで発注したのが不落に

なったからＢ・Ｃで再度やり直したということ

ですか。ＣクラスだけのものをＢ・Ｃにしたと

いうことも対策の結果なんですか。

○斎藤管理課長 私どもといたしましては、特

ＡからＣまでランクを分けて工事を発注してお

りますので、できるだけランク別の工事規模で

やっていきたい。ただ、今おっしゃられたよう

に、不調・不落がどうしても出てしまうもので

すから、そういったところで対応できない場合

に、ランクを合わせてやったりはしております。

当然、どうしてもこの工事がとれないとか、そ

ういったことが最初から想定されていれば、最

初からそういったランクで出すことはなくて、

複合して出すとか、そういったことを最初から

やっております。

○中野委員 回りくどい質問をしたんですが、

なぜかというと、再入札でほとんどが受注に至っ

たと言われたので、それなのに何で今後の対策

が必要なんだろうかと思ったんです。今までの

結果で、再入札があったにしてもほとんどが受

注に至ったのであれば、何でまた対策が必要な

のかなと、素人目で思ったんですが。

○斎藤管理課長 当然、入札を何回かやって最

後はとっていただいているんですが、不調・不

落をなくすのが本来一番いいと私どもは考えて

おりますので、最初から業者がとりやすいよう

な環境を今後も整備しながらやっていきたいと

考えております。入札を何回もやりますと、先

ほどもちょっと申しましたが、どうしても受注

者側に多大な負担をかけますし、発注者も作業

量がふえていきますので、そういったことを少
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しでも軽減していくことで考えております。

○中野委員 第１弾から第３弾までの対策を打

たれて、今回が第４弾となるわけですよね。結

果的に受注に至ったわけですが、トータルで18.3

％、273件の不調・不落があったわけですよね。

これは１弾、２弾、３弾の対策を打ったことで

不落の率が下がってきたわけですか。

○斎藤管理課長 もし全く対策を打たなければ、

どこまで件数が増加していたかはわからないん

ですが、こういった対策をした結果、工事規模

等、予算的にも増加している中、これぐらいの

増加で今のところは抑えられていると考えてい

るところでございます。

○中野委員 トータルではそういう答弁になる

でしょう。ただ、第１、第２、第３と打ってき

て、また第４弾を打つわけですから、第１弾を

打っての効果、第２弾での効果、第３弾での効

果を数字としてあらわせられないんですか。ト

ータルでは18.3％かもしれませんが、せっかく

打った対策がどのぐらい効果があったかがこの

資料では見えにくいんですよ。

○斎藤管理課長 本来、ここでそういった形で

あらわせられれば非常にいいとは思っているん

ですが、どうしても工事の発注時期や件数が第

１四半期から第４四半期までいろいろ件数のば

らつきもありまして、実際は第３四半期の件数

が一番ふえていくという状況の中にあって、５

月からいろいろ対策をとっているんですが、そ

れがどの程度の効果をあらわしたのか、はっき

りとはまだつかめていない状況でございます。

○中野委員 第４弾までするわけですから、不

調・不落がないように。ないという確信がある

から、第４弾を打つわけですよね。

○斎藤管理課長 第４弾を打つことに関しまし

ては、例えば、工事成績評定の加算につきまし

て、今後も100件以上の工事が想定されておりま

すので、不調・不落が少しでも抑えられれば、

増加が抑えられていくだろうなとは思っており

ます。

今後、そういった状況を私どももしっかりつ

かみながら、万が一、もし何かあれば次なる対

策とか、そういったことを業界とも話し合いな

がら対応してまいりたいと考えております。

○中野委員 このように不調・不落があるとい

うことは、もう受注が飽和状態という企業もた

くさんあるわけでしょう。そういうのは把握さ

れているんですか。

○斎藤管理課長 今、企業がどのくらい飽和状

態になっているかというところは正確にはわか

りませんが、業界団体との意見交換の中では、

企業さんにはまだ余裕があると。ただ、先ほど

も対策で出てきておりますが、受注状況の評価

とか、そういったところを見越しながら、要す

るに、企業さんとしては自分たちがとりたいも

のを選びやすい状況に今はなっているところが

あるので、余裕があっても、そういったところ

を見越しながら動いているということがありま

すので、私どもといたしましては、こういった

対策が今後有効に働いていくと考えておるとこ

ろでございます。

○中野委員 これほどの不調・不落があるのに、

一部の声ですが、なかなか県の仕事がとれない

という業者もおられるんですよね。そういうと

ころをターゲットにした発注をするとか、そう

いう工夫もしてほしいなと思うので、とり過ぎ

な企業はないとは思うけれども、飽和の企業は

どうかということを聞いたんですよ。そういう

対策が何か打てないんですか。県の仕事はなか

なかとれないという会社もいるんですよね。

○斎藤管理課長 当然、今、業者さんの中には、
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どうしても入札でとり切れていないといったと

ころもあるかもしれませんが、私どもといたし

ましては、工事をある程度適正に出していく中

で、業者が少しでもとりやすい環境を整備しつ

つ、対応してまいりたいと考えておりますので、

そういった業者さんの声を各事務所なり、また

業界からいろんな声を上げていただければ、そ

ういったことを踏まえて今後検討してまいりた

いと考えております。

○中野委員 こういう不調・不落がたくさん出

て、飽和的に抱える会社がかなりいる中で、建

築・土木業者に倒産とか、そういうことがない

ように広く配慮した土木行政をしてほしいなと

いう希望があるんですよ。

○斎藤管理課長 委員の言われることは当然で

ございますので、例えば、今後の対策において

も、のり面吹きつけ工事といったところで工事

規模をなくして、実績があれば対象にしていく

とか、そういった環境整備も今後また続けてま

いりたいと考えておりますので、よろしくお願

いいたします。

○日高委員長 公共三部は再入札でほぼ落札と

いうことですよね。

○斎藤管理課長 そのとおりでございます。

○外山委員 不調・不落があるんだけれども、

いろんな手を打たれていて、最終的にほぼ年度

内に全て解消できているものなんですか。

○斎藤管理課長 昨年度の例でいきますと、一

部は翌年に持ち越して、そこで工事が完了して

いるとか、当然そういったケースもあるんです

が、ほぼやっているところでございます。

○外山委員 ポイントはそこですよね。全部、

再入札とかの手を打たれて、最終的には年度内

にほぼ不調・不落の解消ができているのかを聞

きたかったんですけれども、ほぼできているん

ですか。

○斎藤管理課長 年度をまたぐ場合もあるんで

すが、一応、工事のほうはほぼ全部やれている

ところでございます。

○石井技術企画課長 補足いたしますと、数字

でいいますと、平成30年ですけれども、不調・

不落の案件が155件ほどございまして、そのうち

契約に至ったものが150件で、約97％は契約に

至っております。

先ほど中野委員からも御質問がありました１

回目がなぜ多いのかというのは、当然、３か年

緊急対策等で工事量も例年に比べて予算的に

も1.4～1.5倍とかございます。発注見通しなん

かも出していますので、当然、最初にとるのは

利益率がいい工事を皆さんまず狙ってと言うと

ちょっと語弊がありますけれども、それを受注

しようと努力すると。とれるのは１者だけです

ので、それ以外の方々はまた２回目以降のもの

で、今度は最終的にとれないとまずいので、だ

んだん受注意欲が後ろに行くに従って高まって

いくということで100％にどんどん近づいていく

と。今回対策しようとしているのは、最初の１

回目から受注意欲が高まるようなことをやると

いうようなことで、今、３つの対策を御説明し

たところでございます。

○日高委員長 ドラフト会議だね。

私からいいですか。

不調・不落に伴う工事発注時期なんですけれ

ども、どうしても４、５、６月があいてしまう

んですよね。そこが閑散期になってくる。それ

から繁忙期に入ってくる。きょう、土木事務所

の所長を本当は呼びたかったんですけれども、

職員が働き方改革等で、忙しくなるとずっと残

業しないといけないからやっぱり大変なんです

よね。でも、４、５、６月は発注しないから、
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業者も暇であいている。集中して発注して不落

が起こってくるから、ゼロ県債でもうちょっと

積極的に３月に発注とか、そういうのをどんど

んふやしていかないと、なかなか県の平準化

―また国土強靭化の補正予算が入ってきます

よ。これは全体で１兆2,000億円ですかね。県は

前回の補正予算よりも多分多いと思うんですよ。

それから、当初予算が最後の３年目になってく

ると、もっと平準化してどんどんならしていか

ないと、こなし切れないですよね。その対策が

欲しいなと思うんですけれども、その辺はどう

考えますか。

○石井技術企画課長 平準化については前から

何とかならないかということで、先ほど委員が

おっしゃったゼロ県債等、それから、国庫も、

国の補正予算等もあって、２月、３月の発注量

は随分ふえております。月々の発注量ではなく

て、いわゆる稼働量といいますか、施工時期の

平準化を言われておりまして、４月から６月の

間でどれぐらい手持ち工事があって業者さんが

仕事をしているか見ますと、４月から６月も、

年間平均の７、８割ぐらいの稼働量は今ござい

ます。

ただし、今年度等は先ほど言いました３か年

緊急対策がございましたので、上半期の９月あ

たりの発注量といいますか、それがまた飛び抜

けて高くなっているところが現実としてござい

ます。そういったものを少しでも４月から６月

の発注に持っていくというような努力は今後も

していかなくてはいけないと思っております。

例えば、先ほどの稼働量でいくと、平成30年

度の月々の稼働量で見ると、実は３月が稼働量

が一番高くて、結局、そのまま４、５、６月は

皆さん仕事があるような状況が続いているとい

うのは昔に比べると随分改善はされてきたのか

なと思います。ただし、先ほど言いました９月

あたりの上半期に発注量がふえているのは間違

いございませんので、そういったところの緩和

についてはまた今後頑張っていきたいと思って

おります。

○日高委員長 そこら辺は、土木事務所と建設

業協会あたりが、技術者がどういう時期にあい

ているかとか、作業班がどれだけいるのかをしっ

かり把握して、それぐらいの調整は当然してい

いと思うんですよね。４、５、６月は当然工事

があるところはあるでしょうけれども、まだ余

裕があるんです。発注は受けていますけど、ま

だプラスで余裕があるので、余裕がある分はま

だ受けてもいいなというところが確実にあるも

のですから、年間の工事は乱高下するわけです

よ。だから、フラットにはならないと思うんで

すけど、ある程度小さい山に終わるようなこと

を今回やらないと、今回が多分山場だと思うん

です。そういうことはもう考えていると思うん

ですけれども、そこら辺をやっていかないと、

また来年度も不調・不落の山が出てくるおそれ

もあるわけですから。パイは変わらない、基本

的に建設業者はふえないから、そこをどううま

く発注していくかというのは、土木事務所の所

長の裁量も大きいですよ。土木事務所の所長が

ぼやっとしていたらできないと思うんですよね。

来年、この中から土木事務所長になる人もいる

かもしれないですけど、ぼやっとしていたら始

まらないわけです。だから、その辺を考えて出

先機関もやっていかないと、本課だけに任せて

いてもだめなのかなという気がしているんです。

技術企画課長、どうですか。

○石井技術企画課長 委員長がおっしゃるとお

りだと思います。今、来年度に向けて、国にも

今年度の補正予算もお願いしております。県議
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会にもゼロ県債をお願いしまして、ある程度の

量は恐らく確保できるのではないかと思ってお

ります。そういったものをできるだけ３月まで

に事務所のほうも頑張って執行するというよう

なことは、当然ながら本課も共通理解として考

えているところでございます。そういった手を

打ちながら、できるだけ年間を通しての平準化、

９月あたりにまとめて出すような形ではないよ

うな発注の仕方を、事務所と一緒にまた考えて

いきながらやっていきたいと思っております。

○日高委員長 １つ要望ですけど、補正予算が

来るのはわかっているし、当初予算も来るのは

当然わかっているので、予算が来たら、設計し

て測量まで終わらせて、すぐ工事に着工できる

ような形で、土木事務所長にはその準備ぐらい

はしておくように本課から厳しく通達を出して

もらって、そういったことがすぐできる体制づ

くりをしっかりとお願いしたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○中野委員 関連ですが、今、委員長が言われ

ました公共事業の補正予算ですけど、大体どの

くらいになる予定なんですか。もう国会が始まっ

て実際はわかっているはずだから、概算でいい

から教えてよ。各土木事務所がぼやっとしてい

たらいけないから、どのぐらいかなと思って。

○斎藤管理課長 ２月の補正予算につきまして

は、現時点では財政当局とまだ調整を図ってい

る段階でございますので、この場では数字はま

だ出せないんですが、当然、県土整備部といた

しましては、工事が順調に進めるよう、しっか

り頑張って確保していきたいと考えているとこ

ろでございます。

○中野委員 官僚的な説明を斎藤課長はするよ

うになったけど、早く提示してください。お願

いします。

○窪薗委員 不調・不落の原因がいろいろある

と思うんですが、予算のおくれとか、先ほど、

私は天気のことを言いました。腹いっぱいになっ

ていれば、とりたくても次のをとれないという

ようなこともあると思いますし、入札の単価や

入札率といったものが要因というのは考えられ

ないんですか。

○石井技術企画課長 今の入札率は多分、最低

制限落札率のことだと思いますけれども、今は

上限が92％ということでやっております。それ

が不調・不落の原因になっているのではないか

というような御質問だと思うんですけれども、

受注者にとってみれば、高ければ高いほど利益

率はいいわけですから、そのほうがいいんだと

は思うんですけど、92％でも、その工事だけで

見ると利益は当然上がっているわけでございま

して、それが直接の原因で不調・不落につながっ

ているというふうには考えていないといいます

か、国の上限率に合わせて本県も運用している

わけですが、全国的に見ても、本県は国が示し

ている最低制限に補正係数を掛けて、他県より

も水準は若干高い状況になっております。そう

いったことで、確かに上げてほしいという要望

は業界から当然ながらありますけれども、全国

的なルールの中で運用しているというような状

況でございます。

○窪薗委員 業者の方の話を聞くと、小さな工

事等については単価が安いという話を聞いたこ

とがあるんですよ。ですから、もうけ率という

のがどうも魅力がないというようなこともあり

ますし、また、もちろん書類の関係もあったん

ですが、そういったことでいろいろ要因がある

のかなと思ったものですから。また、単価的に

も全国基準あたりでやっていらっしゃる。これ

があんまり上がると、今度は一般の市町村の事

令和２年１月23日(木)
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業や、個人の事業にもまた影響していくことに

なりますから、そういうのも難しいなとは思う

んですが、ある程度は県の仕事に魅力があるよ

うな政策も欲しいなという気がするんですけど、

いかがでしょうか。

○石井技術企画課長 小規模な工事で、今、委

員がおっしゃられたようなことがあるというこ

とは過去からよく聞いております。そのままで

はいけないということで、まず、そういう小規

模工事について、数年前ぐらいから国もいわゆ

る諸経費率を非常に高く上げる改正をしてきた

ということもございます。それから、実際に現

場等を見たときに、予定価格では合わないもの

については、参加可能業者さんから見積もりを

とりまして、このぐらいだったらできますよと

いう見積もりをもとに予定価格を設定して入札

にかけるというようなことも今はいろいろやっ

ております。また、土木事務所にもそういう形

で極力対応してほしいというようなことでお願

いしておりますので、今、委員がおっしゃった

ようなことができるだけないようにやっていき

たいと思っております。

○窪薗委員 再入札で大体完了したということ

ですが、特に再入札になりますと、そこのあた

りがいろいろ問題というか、変わってくれば再

入札もうまくいくだろうし、そのあたりも含ん

で検討いただきたいと思っています。

○中野委員 総合運動公園の津波避難施設のこ

とでお尋ねします。

避難デッキ等をよく見ると、大きい施設がで

きるのかなと思ったら、意外と狭いような気も

したんですが、ピーク時をもとにしてつくると

いうことでしたよね。

それぞれの収容能力を教えていただけません

か。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 まず、Ａエ

リアの避難デッキから御説明いたしますと、サ

ンマリンスタジアムは現在でも２万7,400人収容

できますけれども、2,900人不足しているもので

すから、１塁側と３塁側を合わせて2,900人が収

容可能となっております。下のＣエリアの避難

デッキはテニスコートと運動広場です。一番多

いときで3,300人いましたので、この２つを合わ

せて3,300人収容できる施設になっております。

なお、Ｂエリアにつきましては、不足する２

万5,100人を収容できるように、盛り土高台とメ

インスタンドデッキで確保しようと考えている

ところでございます。

○中野委員 ２万5,100人はＢエリアですか。こ

の盛り土高台だけで何人なんですか。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 現時点では

設計中でございますけれども、今のところ、盛

り土高台で２万3,100人を予定しておりまして、

メインスタンドデッキで2,000人を確保するとい

うところで、現時点では設計を進めているとこ

ろでございます。

○中野委員 盛り土高台は広いですよね。ここ

に２万3,100人収容した場合は立錐の余地もない

というような状態になるんですか。１人当たり

の面積はどのくらいになるんですか。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 収容面積で

すが、１人当たり0.5平米で計算しておりますの

で、２万3,100人の場合は１万1,600平米を確保

する計算になります。

○中野委員 １人当たり0.5平米というのは何セ

ンチぐらいですか。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 １平米当た

り２人という計算でしております。

○中野委員 １メートル四方の中に２人という

ことですか。それが全体で２万3,100人となれば
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大変なことになりませんか。一軒家ではないけ

れども、ぽつんと２人だけいるなら何もないけ

ど、全体で２万人以上がそんな状態だったらパ

ニックになりませんか。私は年初めに何万とい

うところに行ったんですよ。もう息苦しいと感

じたんですよ。それがあったものだから、あらっ

と思ったんですよね。かえってパニック状態が

発生しないかなと思ったんですが、これだけで

は収容し切れないかもしれないよ。津波どころ

ではないというような問題になりはしないかな

と、ふと思ったんですよね。

ほかのところは、Ａエリアが２カ所で2,900人

というのは、そのときにどんな誘導をされるの

かはわかりませんが、うまく両方に振り分けて、

１カ所に1,450人ですから、待機時間がどのくら

いかはわかりませんが、ここの中に1,450人、時

間数によってはえらいことになるなと。近いう

ちに70％以上の確率であるんですから、つくる

ことはつくったが、そこでまたパニックが発生

して大惨事が起こっては、これは県の施設なら

県の責任になってしまうということにならない

かなとふと思ったんですよね。その辺の配慮や

対策はどういうふうに思っていらっしゃるんで

すか。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 いろんな津

波避難施設の一般的なマニュアルによります

と、0.5平米から１平米でつくられているケース

が多くございます。県内の津波避難ビル施設等

も、0.5平米で設計しているケースが多いところ

でございます。

今回の運動公園の施設でございますけれども、

過去11～12年間の中で、一番最大のときでも１

人0.5平米を確保できるという施設にしておりま

す。

滞在時間は津波が引くまでの時間ではありま

すけれども、まずは多くの方が逃げていただけ

るスペースの確保と、また、災害時には避難誘

導の訓練等を実施して、うまく分散なり、誘導

等ができるような対策も今後検討していきたい

と考えております。

○中野委員 ぜひ、そのための対策をきちんと

してください。津波が来て引くまでの間はかな

りの時間だと思います。その間に１人当たり0.5

平米、１メーター四方に２人ずつで、一番ピー

クで２万3,100人がいると想定してください。そ

れは恐ろしい状況だと思うんです。ずっとそこ

に立ち尽くしていないといけないですから。大

きい人や小さい人がいて、大きい人の中にいる

と小さい人は圧迫感を覚えたりすると思うんで

すよ。その辺の心理的なことも含めて勉強・検

討してみてください。私はことしの年始で経験

してそんなことを思いました。何もなければい

いですけれどね。検討してください。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 面積でござ

いますけれども、今回算定しておりますのがＡ、

Ｂ、Ｃそれぞれで最大のケースを想定しており

ます。現在、既存の避難施設だけで３万1,400人

が収容できます。今回の新たな津波避難施設で

３万1,300人収容できますので、Ａ、Ｂ、Ｃの最

大でとっていますけれども、運動公園全体では

何とか分散であるとか、そういうのも検討しな

がら、いろいろうまく誘導できるようにしてい

きたいと考えております。

○中野委員 私が言いたいこととはちょっとず

れがあるけれども、よろしくお願いします。心

理的なものを含めていろいろあると思いますか

ら。

○外山委員 関連ですけれども、２万3,000人と

いうのはどこから避難してくる人を想定されて

いますか。
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○平部美しい宮崎づくり推進室長 盛り土高台

はＢエリアに属していまして、主に陸上競技場

から逃げてくることを―過去、高校総体で最

大では２万7,000人というような規模の大会を開

いたところでございますので、恐らく、多くの

方が陸上競技場から逃げてくる可能性が高いと

考えています。

○中野委員 みんな走ってくると思うんです。

ここに入り口は何本つくっているんですか。四

方で１カ所ずつでしょう。これでもまだ足りな

いと思うんです。四方から上がってくるわけで

しょう。最低１カ所に２つずつで８カ所、全部

で16カ所はつくっておかないと、私は大変だと

思いますよ。もう上ることで倒れますよ。この

土手からも上ってくるかもしれませんけれども。

○平部美しい宮崎づくり推進室長 階段とスロ

ープが必要な部分は確保しているところでござ

いまして、Ａエリアにつきましては階段が１カ

所、スロープが１カ所、それ以外にサンマリン

スタジアムの階段を上って逃げることができま

すので、それだけの数としております。

また、Ｃエリアの避難デッキにつきましては、

テニスコート側で階段が５基、運動広場が４基、

スロープをそれぞれ１基ずつつくっております。

津波到達時間が25分というふうに言われており

ますので、その中で避難できるような階段数を

設置しているところでございます。

また、盛り土高台につきましても、盛り土に

いたしましたのは、どこからでも上れるところ

がメリットということでつくっているところで

ございます。

○明利県土整備部次長（都市計画・建築担当）

補足させていただきます。

先ほど推進室長からも話がありましたように、

盛り土高台は陸上競技場でこれまで最大の収容

の人数でありました高校総体を想定して行って

おります。

こういう大規模な大会が行われるときには、

出場される方や関係者の方は事前に大体わかっ

ておりますし、リハーサル等も行われますので、

そういう機会を使って、自分たちがどこに逃げ

たらいいかとか、それを事前に十分周知するよ

うな訓練も含めましてここの利用をしていただ

きたいと。ですから、自分たちが今いる場所か

らどこに逃げたらいいかを事前に周知いたしま

して、スムーズな避難ができるようにしたいと。

それと、避難高台につきましては、通常時の

利用を考えて、今、階段はそれぞれ１面に１カ

所ずつになっておりますが、当初、説明があり

ましたように、これはなだらかな斜面になって

おりまして、どこからでも避難時には上れると

いうことで、極端に言えば、全面からこの斜面

を使って皆さんが一度に上れるというようなこ

とも考えておりますので、先ほどの訓練や事前

の周知も含めてスムーズな避難活動を行ってい

くということで考えております。

○中野委員 言われたから言いますけど、想定

外が想定されますよ。そのことを言いたいんで

す。パニックになります。そのことの対応をし

てやってほしいと思います。

○日高委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高委員長 それでは、以上をもって県土整

備部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時43分休憩

午前11時46分再開

○日高委員長 委員会を再開いたします。
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そのほかに何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高委員長 それでは、以上で本日の委員会

を終了いたします。

午前11時46分閉会
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